
(単位：百万円）

科　　　　　　　　目 金　　額

989,486

785,762

778,540

7,221

198,969

117,402

預 貯 金 利 息 0

有 価 証 券 利 息 ・ 配 当 金 113,264

貸 付 金 利 息 2,824

そ の 他 利 息 配 当 金 1,313

2,020

6,510

71

72,964

4,754

1,070

3,223

459

949,702

509,006

55,280

42,343

60,660

334,070

7,536

9,115

261,445

19,339

242,104

2

40,860

930

12

22

39,725

168

121,492

16,896

3,877

3,133

4,413

307

5,164

39,783

1,096

6

1,090

1,090

14,988

53,675

9,748

4,159

13,907

39,768

法 人 税 及 び 住 民 税

経 常 利 益

特 別 損 失

法 人 税 等 調 整 額

法 人 税 等 合 計

当 期 純 利 益

固 定 資 産 等 処 分 損

特 別 法 上 の 準 備 金 繰 入 額

価 格 変 動 準 備 金 繰 入 額

契 約 者 配 当 準 備 金 戻 入 額

税 引 前 当 期 純 利 益

そ の 他 経 常 費 用

保 険 金 据 置 支 払 金

税 金

減 価 償 却 費

退 職 給 付 引 当 金 繰 入 額

そ の 他 の 経 常 費 用

資 産 運 用 費 用

支 払 利 息

有 価 証 券 評 価 損

金 融 派 生 商 品 費 用

事 業 費

有 価 証 券 売 却 損

貸 倒 引 当 金 繰 入 額

そ の 他 返 戻 金

再 保 険 料

責 任 準 備 金 等 繰 入 額

支 払 備 金 繰 入 額

責 任 準 備 金 繰 入 額

契 約 者 配 当 金 積 立 利 息 繰 入 額

経 常 費 用

保 険 金 等 支 払 金

保 険 金

年 金

給 付 金

解 約 返 戻 金

為 替 差 益

特 別 勘 定 資 産 運 用 益

そ の 他 経 常 収 益

年 金 特 約 取 扱 受 入 金

保 険 金 据 置 受 入 金

そ の 他 の 経 常 収 益

そ の 他 運 用 収 益

利 息 及 び 配 当 金 等 収 入

有 価 証 券 売 却 益

 2023年度（　    　　　 　）損益計算書

経 常 収 益

保 険 料 等 収 入

保 険 料

再 保 険 収 入

資 産 運 用 収 益

2023年４月１日から
2024年３月31日まで
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（注）１．会計方針に関する事項は、次のとおりです。 

(1) 保険料については、原則として、当事業年度に保険契約者から収入した保険料を計上しています。再保

険収入については、再保険契約に基づき、再保険者から回収した保険金等を計上しています。 

(2) 保険金・年金・給付金・解約返戻金については、原則として、約款に基づき支払われた金額を計上して

います。その他返戻金については、保険金、年金、給付金、解約返戻金以外の保険契約関係支払額を計上

しています。再保険料については、再保険契約に基づき、再保険者へ支払う保険料等を計上しています。 

２．関係会社との取引による収益総額は127百万円、費用総額は3,616百万円です。 

３．有価証券売却益の内訳は国債等債券1,724百万円、外国証券296百万円です。 

４．有価証券売却損は外国証券12百万円です。 

５．有価証券評価損は株式22百万円です。 

６．支払備金繰入額の計算上足し上げられた出再支払備金戻入額の金額は92百万円、責任準備金繰入額の計算

上足し上げられた出再責任準備金戻入額の金額は79百万円です。 

７．金融派生商品費用には、評価益が50,818百万円含まれています。 

８．１株当たりの当期純利益は24,855円31銭です。 

９．関連当事者との取引に関する事項は次のとおりです。 

(1) 保険引受債務保証 

① 名称 

トウキョウ・マリン・アールエスエル・リー・ピーアイシー・リミテッド 

② 当社が有する議決権の割合 なし 

③ 当社と関連当事者との関係 親会社の子会社 

④ 取引の内容および取引金額 

トウキョウ・マリン・アールエスエル・リー・ピーアイシー・リミテッドの保険引受債務を保証してお

り、当事業年度末における保証残高は114,369百万円です。 

⑤ 取引条件および取引条件の決定方針 

保証料については、当該契約のリスク量を勘案した合理的な水準で決定しています。 

(2) 債券貸借取引  

① 名称 

東京海上日動火災保険株式会社 

② 当社が有する議決権の割合 なし 

③ 当社と関連当事者との関係 親会社の子会社 

④ 取引の内容および取引金額 

東京海上日動火災保険株式会社に債券の貸付を行っており、当事業年度の利息の受取は384百万円、取

引金額は195,150百万円、当事業年度末の残高は401,527百万円です。 

⑤ 取引条件および取引条件の決定方針 

債券の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しています。 

10. 金額は記載単位未満を切り捨てて表示しています。 
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